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１．はじめに 

（１）研究の背景と目的 

 一般論として学問領域の成立過程を知ることの意義は、既

存の領域や境界を相対化し、批判的視点を構築することに

ある。都市計画学という領域の成立過程に着目する意義も

同様である。都市計画法制定から100年を迎えようとして

いる現在、人口減少社会、超高齢化社会の到来という社会

動向の変化に伴い、都市計画そのもののありようが問い直

されている。都市計画の学術的探求に関しても、その成立

基盤や学問のかたちの再検討が必要ではないだろうか。本

研究は、そうした問題意識のもと、我が国において都市計

画学の領域がどのようにして成立してきたのかについて、

歴史的な史料に基づいてその過程の一部の復元を試みる。 
 ある学問領域の成立をいつの時点に見るかは定まった見

解がないが、本研究では学会の設立が学問領域の成立にと

っての重要な指標であるという考えに立ち、日本都市計画

学会が創設される 1951 年前後を日本の都市計画学の成立

期と位置づける。日本都市計画学会は、創設50周年の際に

『日本都市計画学会五十年史』（『都市計画』、233号、2001
年）(1)をまとめている。ここで、「学会創設前史」として、

戦前から戦後復興期にかけての都市計画学と関係の深い各

種団体の動向を整理している。また、「都市計画学の発達

50年史」として、論文発表会や研究論文そのものの歴史的

推移、大学における都市計画系学科設立の変遷を記述して

いる。しかし、学会創立前史については概略に留まってお

り、いかなる研究者たちがいかなる研究を行っていたのか、

そしてそれらが組織化されていく過程はどのようなもので

あったのか、については明らかにしていない。一方、「都市

計画学の発達50年史」は、都市計画学会創設後の動向の把

握が主眼であり、都市計画学成立期についての分析はない。 

 我国において早い段階から都市計画学確立の必要性を主

張し、実際に日本都市計画学会の創設にも深く関与した人

物として、石川栄耀（1894－1955）と高山英華（1910－1999）
がいる。この両者の学術的探求については、中島（2007）
(2)、中島（2008）(3)が詳細を明らかにしている。都市計画学

の成立過程において、この両者の学術的探求が重要な貢献

を果たしたと考えられるが、この両研究はあくまで個人的

営為としての学術的探求の軌跡を明らかにするに留まって

おり、都市計画研究者の組織化が進み、都市計画学が成立

していく過程については言及されていない。また、豊川

（2012）(4)は、戦後復興期の東京大学工学部建築学科丹下

健三研究室に集った学生たちの、国土計画や都市住居、移

動を対象とした研究を群として捉えて分析対象とし、丹下

の設計活動の理論的基盤を明らかにしている。しかし、視

野は「丹下研究室」に限定されており、我国における都市

計画学の成立プロセスとの関係は言及されていない。 
 以上を鑑み、本論文では、日本の都市計画学の成立期に

あたる戦後復興期(5)の都市計画研究の動向を研究者の組織

化や研究課題の編成という観点から明らかにすることを目

的とする。具体的には、『日本都市計画学会五十年史』にお

いて、1947 年設立の日本計画士会とともに、「都市計画学

会創設への一歩となった」と位置付けられている都市計画

研究連絡会（以降、連絡会と略記）の活動に着目する。日

本計画士会が「都市計画プランナーの職能団体」を目指し

たのに対し、都市計画研究連絡会は「都市計画研究者同士

の情報交換、研究協力」を目的としていたとされている(6)。 
（２）都市計画研究連絡会に関する既往の言及と史料 

 『日本都市計画学会五十年史』では、連絡会について、

建設省建築研究所にいた日笠端（1920‐1997）を世話人と

して1947年には設立されていたこと、月一回の定例会を開

戦後復興期における都市計画研究者の組織化と研究課題の動向 
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催し、毎回特定のテーマに沿って、講師を招聘し討議を行

っていたことが紹介されている。既往の文献で、この連絡

会について最も詳しく記述しているのは、会の世話人であ

った日笠の退官講義の講義録『都市計画研究三十五年を顧

みて』（1981年）(7)である。日笠は当時、都市計画学会がま

だ創設されていなかったので、学会に代わるものとして連

絡会を開始したこと、その初回は1947年8月に開催され、

1951 年 10 月に日本都市計画学会が創設されるまで継続し

て開催していたこと、任意団体であり、会長を置かず、会

費もない自由なサロンであったことなどに言及している。

しかし、既往の文献では、連絡会の活動の全体像、とりわ

けどのような都市計画研究者が集い、どのように組織化さ

れていったのか、そして、どのような研究が展開されてい

たのか、という肝心なところは不明のままである。 
 本研究では、筆者が新たに発掘した連絡会に関する一次

史料(8)である議事録やパンフレット、および建築研究所図

書室に所蔵されている関連史料(9)に基づいて、従来、明ら

かにされてこなかった連絡会の実像と、その活動を通じて

見えて来る当時の都市計画研究の動向について記述してい

く。まず第2章では、連絡会の活動の全体像について記述

し、都市計画研究の組織化の動向を明らかにする。続く第

3 章では、連絡会の取り組みとして重要な『都市計画研究

課題目録』に着目し、研究課題の編成という点から当時の

都市計画研究の動向を明らかにしていきたい。 
 
２．都市計画研究連絡会の活動の全体像 

（１）都市計画研究連絡会の設立経緯と活動趣旨 

 連絡会の設立は、建設省建築研究所の前身組織における

都市計画研究の開始と深く関係している。1941年に設立さ

れた内務省防空研究所を前身として1945年8月に発足した

内務省国土局分室は、1946年4月に大蔵省官房営繕課建築

研究室、陸軍技術研究所等とともに新設の戦災復興院総裁

官房技術研究所（所長：藤田金一郎）に統合された。防空

研究所出身の新海悟郎、広井正路、内山諌、陸軍に籍を置

いていた日笠端（1920年生、1943年東京大学工学部建築学

科卒、卒業論文は丹下健三の指導による「大都市改造論」）

ら建築系出身者と、浅野英、坂部正勝、高木義弥ら土木系

出身者で技術研究所内に都市計画研究科を組織し、都市計

画と建築経済の研究を開始することになった。その後、日

笠とは東大の同級生で、防空研究所を経て技術研究所で防

火研究に従事していた入澤恒（1919年生、1943年東京大学

工学部建築学科卒、卒業論文は武藤清の指導による「耐弾

床版に関する研究」）が志願して都市計画研究科に移籍して

きた。翌1947年には下河辺淳（1923年生、1947年東京大

学第一工学部建築学科卒、卒業論文は丹下健三の指導によ

る「都市に於ける工業の地域構造に関する研究」）らが加わ

り、都市計画研究の体制が整えられていった。 
 日笠の『都市計画研究三十五年を顧みて』によれば、当

時、都市計画を研究する機関は数少なく、日笠らは「都市

計画の研究は一体何をやれば良いのか、というような基本

的な問題が問われており、そういうことを議論することで

明けくれていたというような状態」(10)だった。日笠は都市

計画研究科発足当時の1946年7月に、都市計画の研究には

自然科学、社会科学の殆どの分野の知識が必要であること

に加えて、「都市計画学というものが体系づけられて居ない

ために、その研究方法が確立せず、各人各様その好むとこ

ろに従っている」(11)ことを指摘し、都市計画に関する総合

的で強力な研究機関の設置が切に望まれると書いている。 
そうした問題意識のもとで、1947年8月1日に第１回連

絡会が開催されたのである。この日、先に配布されていた

連絡票を整理するかたちで『都市計画研究課題目録 No.1』
が作成され、都市計画研究課題の相互把握が試みられた。

連絡会発足から半年後、『新都市』1948 年 5 月号に、日笠

が執筆した連絡会の紹介記事が掲載された(12)。この記事で

は、連絡会の目的は「具体的な個々のテーマについて研究

の重複による無駄を避け、資料やニュースの交換・研究の

発表これに対する質疑及会員及部外者の講演等によって会

員相互が勉強して行こうというのがねらい」と説明された。

ただし会員制はとらず、定款も規約もなく、「研究に対する

熱意で結ばれているといった感じの会」であると紹介した。

会場および世話人は戦災復興院総裁官房技術研究所が担当

することになった。なお、戦災復興院総裁官房技術研究所

は1948年1月に建設院第二技術研究所、同7月には建設省

建築研究所へと改組された。 
 連絡会の規約が決定されたのは、会発足から2年半後の

1950年4月15日に開催された第27回連絡会においてであ

った。規約は1950年5月に発行されたA4版8頁のガリ版

刷りのパンフレット『都市計画研究連絡会の紹介』に掲載

された。パンフレットでは、「都市計画には学会がない。し

かし、都市計画の研究者というものは全国に相当数いるこ

とは事実である。これらの研究者は学校の教職にあったり、

官公庁や民間団体の職員であったり、色々である。そうし

て建築出身者もいれば、土木、造園出身者もいる。又、地

方計画、国土計画になると、法律、経済、社会、地理等、

広い部門に於いてなされ、都市計画としての横の連絡は全

く個別的にしかなされていない。」と、連絡を試みる領野を

明確に想定した問題意識が説明された。規約では、会の目

的は「都市計画の研究（国土計画、地方計画、村落計画を

含む）の能率的な促進を計り、併せて研究者相互の親睦並

びに資質の向上を計ること」と記述された。都市計画研究

に多様な分野からの参入があるべきという前提の上で、研

究者の組織化＝「連絡」により研究の能率化と研究者間交

流・研鑽を図るというのが連絡会開催の活動趣旨であった。  
上記のパンフレットによれば、連絡会が会員制をとるよ

うになった 1950 年 8 月の時点で、56 団体（部局）から約

150 名が会員として参加していた。各団体には連絡員を置

いた。56団体の内訳は、中央官庁33、地方公共団体3、大

学14、その他団体7であった。会員数の上位は、建設省建

築研究所第一研究部（旧都市計画研究科、8名）、農林省農

地局経済課（7名）、建設省住宅局住宅建設課（6名）、経済
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安定本部交通建設局計画課（5名）、東京都建設局指導課（5
名）であった。体制上、官庁、大学、その他団体に分散し

ていた都市計画研究者の「連絡」は達成されていた。しか

し、地方公共団体は東京都（建設局都市計画課、建設局区

画整理課、建築局指導課）のみであった。大学も東京大学

と東京学芸大学の地理学教室以外は建築、土木、造園のい

ずれかの研究室であり、趣旨でうたわれた法律、経済、社

会系の研究室の参画は見られなかった。つまり、「連絡」の

範囲は、実際にはかなり限定されたものであった。 
（２）都市計画研究連絡会の定期開催 

 連絡会は建築研究所の会議室を会場に、およそ二月に一

回のペースで、平日日中に一回2時間程度の時間をかけて

開催された。毎回、一、二名の講師による講演もしくは研

究報告と質疑応答、その他連絡会としての事業、事務に関

する検討や報告がなされた。現存する史料からは、連絡会

は1947年8月1日の第１回以降、1951年8月31日の第34
回まで開催されていたことが確かめられる（表‐１）。参加

者数には 10 名から 28 名の間で変動があるが、平均で 19
名程度であった。議事録で確認できた範囲では、出席者は

建築研究所をはじめとする建設省（内務省、戦災復興院、

建設院含む）と東京都の各部局からが多かった。その他は

在京の大学や公衆衛生院、衆議院建設委員会、経済安定本

部、東京市政調査会などからも参加があった。 
 議事録から出席者が把握できた17回分の出席者名簿（た

だし、第9回、第10回については建築研究所からの出席者

名は省略されている）に基づくと、その４分の１の４回以

上参加したメンバーは２８名いる。最多は建築研究所の日

笠端と入澤恒であり、把握できる回にはすべて（１５回）

参加している。連絡会発足時にはまだ20代後半の若手であ

った二人が中心となって運営していたことが確認できる。

建築研究所からは第一研究部長の新海悟郎の13回、下河辺

淳の9回をはじめとして、研究員たちの参加率は高かった。

所長の藤田金一郎も6回参加しており、研究所として連絡

会をバックアップしていたことが確かめられる。 
 建築研究所以外では、香川光正（9 回）をはじめとする

東京都各部局の職員、日本大学の市川清志（1917 年生、8
回）、早稲田大学の吉阪隆正（1917年生、5回）、千葉大学

の横山光雄（1909年生、5回）、東京大学の高山英華（1910
年生、4 回）ら大学研究者、衆議院建設委員会調査員の今

野博（1922年生、7回）と早川文夫（1912年、5回）、公衆

衛生院の佐藤鑑（1910年生、7回）、東京市政調査会の小古

間隆蔵（1912年生、5回）、消防研究所の岩間一郎（5回）

らが比較的頻繁に参加していたことが分かる。世話人の日

笠、入澤らと同世代か少し上の世代、20 代後半から 40 代

初めまでの若手中堅の研究者が連絡会の主体となっていた。 
 当時の議事録やパンフレットからは、講演者やそのテー

マによって、「講演」、「研究発表」、「文献紹介」、「討議」、

「事業」などの区別がなされていたことが分かるが、区分

の具体的な基準は不明である。講演者、発表者選定の方針

も定かではないが、「完成された研究については、今後、順

表‐１ 都市計画研究連絡会の開催内容と主な参加者(13) 
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次連絡会で発表討議して行きたい」（第9回議事録）とある。

第7回で講演した木内信蔵（地理学）、第10回で講演した

奥井復太郎（都市社会学）と奥井の教え子で第30回で講演

した小古間隆蔵（都市社会学）の3名を除いては、講演者、

発表者は主に建築研究所か建設省、東京都、ないし大学の

建築学科に所属する建築関係者に偏っていた。1949年2月
の第14回連絡会の議事録には、「本会は建築学会内の研究

とは、異なった性格を有するものと考えられるから、従来

のまま研究連絡サロンとして継続すべきであるとする意見

が多く、そのように決定した」と建築学会との違いについ

て議論した記録が残っている。研究の研鑽よりも、「サロン」

＝社交の場というのが連絡会の自己認識であった。 
（３）都市計画研究連絡会のその他の取り組み 

①『都市計画研究課題目録』の発行 

 連絡会は、発足後最初の取り組みとして『都市計画研究

課題目録 No.1』（「1947 年版」）を発行した。都市計画研

究の関連機関に連絡票を配布し、各機関で実施している研

究課題と担当者名、着手、継続、完了といった状況の報告

を求め、それらを編集して一つのリストとしたものであっ

た。以降、毎年度、調査を繰り返し、『都市計画研究課題目

録 No.2』（1949年1月、「1949年版」）、『都市計画研究課

題目録 No.3』（1950年1月、「1950年版」）、『都市計画研

究課題目録 1951』（1951年1月、「1951年版」）が刊行さ

れた(14)。さらに1953 年 3 月には『都市計画研究課題目録 

1951－1953』（「1953 年版」）が連絡会名義で刊行された。

「1953年版」の編集は日本都市計画学会の学術部が行った

ものであるが、後述するように、連絡会と日本都市計画学

会との連続性を示す事業であった。 

②都市計画関係資料の頒布 

 連絡会では、都市計画研究の成果の普及を目的として、

連絡会参加者からの委託を受けて、研究成果を印刷し、有

料で頒布する事業を手掛けた。1949年9月時点で連絡会が

まとめた「都市計画関係資料目録」には 19 点、1950 年 5
月発行の『都市計画研究連絡会の紹介』では8点のタイト

ルが掲載されている。この活動は1951年10月に日本都市

計画学会が創設された後も継続され、確認される範囲では、

1959年3月刊行の『イギリス新都市の計画基準』が連絡会

名義の最後の刊行物となっている。 
③特別研究委員会の設置 

連絡会は定期的な「サロン」開催とは別に、何度か特定

課題に対する研究体制を構築した記録が残っている。例え

ば、1947年12月12日の第6回連絡会では、市川清志から

「建物用途別分類表及都市計画図面表示記号案の提出」の

件が報告された。これは各機関の要望に応えて、「スタンダ

ードな分類法及び記号」を検討するという内容であった。

そして、1948年3月6日の第8回連絡会では、建物用途別

分類研究委員会の設置が決定し、その第一回委員会を3月
16日に開催している。 
また、1950年1月7日に開催された第24回連絡会では、

東京都復興区画整理事務所の荒井南雄による講演「都市復

興の課題と区画整理新方式の提案」を受けて、その提案を

実現化させるために、「共同建築による土地区画整理研究

会」を設置することを決めている。同日、海外文献を組織

的に収集、翻訳、抄録して広く都市計画関係者に紹介する

「都市計画海外文献小委員会」の設置も決定された。 
こうした共同研究活動は、連絡会の「連絡」という当初

の目的を超えた一種の学会的な活動の萌芽であった。 
④「都市計画及び同事業に関する現下の問題点」調査 

 連絡会は、参加者が在京者中心であり、地方の都市計画

関係者との連絡が不足し、結果として、地方の実情がそれ

ぞれの都市計画研究に反映されていないことを課題として

認識していた。そうした課題の解決に向けて、例えば『都

市計画研究課題目録』を都市計画協会が発行していた雑誌

『新都市』に掲載することで地方との連絡を図った。そう

した活動の一環として、1950 年 5 月 6 日の第 18 回連絡会

にて、「都市計画の現下の問題点について、地方第一級の意

見を聞くため調査を実施する」ことを決定した。調査の結

果、14の地方公共団体(15)から回答を得て、それらを整理し

て冊子『都市計画並びに今事業に関する当面の問題点につ

いて』（1950 年 7 月 25 日）にまとめ、第 29 回連絡会で配

布した。そして、この冊子を「会員に配布し、官庁、学術

団体の意見も加え更に有力な資料とし、各方面に於いて利

用して頂く」（第29回議事録）ことになった。 
 翌年までに追加で44編の回答を集め、先の冊子に収録し

た回答と合わせて『都市計画及び同事業に関する現下の問

題点』と題して『新都市』に連載の上、冊子として刊行し

た。回答者は個人45名（うち連名1組）、12地方公共団体

であった。この冊子の「はしがき」では、「都市計画研究連

絡会ではかねてから、都市計画研究者と第一線技術者の間

の連絡を密にして、相互の意見を交換することを念願して

来た」という趣旨の説明とともに、多様な意見を分類、整

理することは不可能であるが、「研究者の個人的意見と地方

庁の意見の二つに大別」し掲載したとある。先に確認した

とおり、この両者を関係付けるのが連絡会の狙いであった。

この取り組みによって、連絡会当初の在京の研究者間の「サ

ロン」という枠を超えた、在京研究者と地方の都市計画関

係者との「連絡」が初めて実現したのである。 
⑤機関誌『都市計画研究』(仮題)の発行検討 
連絡会は発足から4年を経て、機関誌の発行に取り組む

ことになった。1951年8月31日の第34回連絡会で編集委

員会の設置が認められ、1951 年 9 月 12 日に第一回編集委

員会が開催されることになった。 
 残された編集委員会メモ(16)によると、編集委員会の構成

は所属別委員として今野博（国会）、楠瀬正太郎（建設省）、

井上孝（首都建設委）、下河辺淳（建研）、市川清志（大学）、

横山巌（東京都）、専門別委員として八木田巧（土木）、日

笠端（建築）、疋田哲也（緑地）、小古間隆蔵（社会経済）、

石山洋（地理）、未定（医学）、高崎正義（地方計画）であ

った。この構成自体が連絡会の目的である関係機関、分野

間の連絡を反映していたが、とりわけ、社会経済、地理、
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医学を含んでいた点に連絡会の視野が確認できる。なお、

検討されていた『都市計画研究』（仮題）は、全20頁で、 

部数200部、論文・前説・翻訳 12頁 連絡会議事・研究

紹介・文献資料照会4頁 国内ニュース、海外ニュース、

学会消息、関係機関の動向、機構・人事の移動2頁、地方

連絡欄1頁、投稿欄1頁というものであったが、実際に発

行された記録は残っていない。 
（４）日本都市計画学会との接続、移行 

 上記の編集委員会開催後、約一か月が経過した 1951 年

10月6日、早稲田大学大隈講堂にて日本都市計画学会の発

会式が開催された(17)。その場には連絡会世話人の日笠端も

参加していた。しかし、連絡会に関する史料の中で「都市

計画学会」の名が出て来るのは、それよりも2年半前、1949
年4月15日に開催された第17回連絡会の議事録である。

この日、早川文夫より、「都市計画学会（仮称）について」

という報告がなされた。その内容は、「都の石川氏を中心と

して都市計画学会（仮称）を設立する件につき、その可否、

会の性格、等につき意見を求めた。その結果、都市計画学

会設立の主旨は、大いに結構であるが、会員数、会の運営

資金獲得の困難さからみて、機関紙の発行が既に無理であ

り、現在の如き研究連絡会を出ぬであろうとする悲観論が

やや有力に見えた。実現の方策を別に専門委員によって討

議することに決定、当会としてはその実現に極力協力する

ことになった」というものであった。その後、1949年5月
6日の第18回連絡会でも、都市計画学会のその後の経過に

ついて報告があった。これらの記録からは、「都市計画には

学会がない」という状況の中で自身の役割を設定した連絡

会が、将来的な学会成立の条件として機関誌の発行を重視

していたこと、ただし実感として時期尚早であると考えて

いたことが分かる。しかし、その後2年半が経過し、連絡

会としても機関誌発行を検討することが可能になったのと

同時に、日本都市計画学会の創設の機も熟したのである。 
 日本都市計画学会は、内田祥三会長のもと、石川栄耀副

会長と北村徳太郎副会長を含む5名の常務理事と17名の幹

事で学会実務を分担する体制で発足した。学術担当の常務

理事は高山英華、学術部の幹事は連絡会の世話役の日笠端、

連絡会にも頻繁に参加していた市川清志と、石川允、菊竹

倉二、八十島義之助、山田正男が就任した。 
1952年1月には日本都市計画学会は第一回の学会誌編集

委員会を開催した。その編集委員のメンバーは、高山英華

委員長、木村三郎次長、学術部の幹事6名、および早川文

夫、今野博、横山光雄であり、事務連絡は日笠と市川が担

当した。日笠、市川、早川、今野、横山は連絡会に積極的

に参加していたメンバーであり（表１）、日笠、市川、今野

は連絡会の『都市計画研究』（仮題）編集委員会委員とも重

なる。つまり、連絡会と日本都市計画学会、とりわけその

学術、学会誌部門の人的連続性が確認できる。日笠や入澤

は日本都市計画学会が設立されるまで連絡会を続けていた

と回想しているが、上記のような人的連続性の中で、連絡

会の活動は学会に吸収されたと推測される。また、日笠に

対する「都市計画研究連絡会を組織して、戦後の都市計画

発展のために情熱を傾け、そして連絡会を都市計画学会に
．．．．．．．．．．．

まで発展させた
．．．．．．．

ことは氏の都市計画に対する愛着と情熱の

一端を物語る」（傍点筆者追加）(18)という評価が示すように、

連絡会の活動が学会に吸収されたというよりも、連絡会の

活動が学会の学術活動の基盤を提供したと認識されること

もあった。先に言及した日本都市計学会学術部が編集し、

都市計画研究連絡会が刊行した『都市計画研究課題目録 

1951－1953』は、そうした認識の正しさを裏付けている。 
しかし、一方で、連絡会の『都市計画研究』（仮題）編集

委員会には社会経済、地理、医学といった分野からの委員

が名を連ねていたが、都市計画学会の学術部、そして編集

委員会にはそうした分野からの名前が見当たらないことに

注意したい。連絡会から学会への移行過程において、連絡

会が実践しようとしていた工学技術分野に限定されない都

市計画研究の連絡の試みが後退してしまった可能性がある。 
 
３．戦後復興期における都市計画研究課題の動向 

（１）『都市計画研究課題目録』の分類と体系化の特徴 
 連絡会が刊行した『都市計画研究課題目録』では、各研

究機関から報告された課題は、幾つかの領域に分類され、

記載された（表‐２）。1947年7月発行の「1947年版」で

は16分類であったが、「1949年版」では19分類となった。

3 項目の増加は、「地方都市」という分類がなくなり、「工

業及び工業地」と「商業及び商業地」が「商・工・業務」

にまとめられた一方で、「都市行政」、「市政、財政」、「基本

計画」、「教育、保険、福祉」、「土地区画整理」が追加され

た結果であった。「全国都市」が「一般調査」になるなど、

分類項目の名称の変更も行われた。 

 以降、「1950年版」、「1951年版」では、「教育、保健、福

祉」を既設の「都市施設」と新規の「都市衛生」に振り分

ける変更、他の各項目での名称の変更はあったが、基本的

な19分類構成は維持された。その後、「1953年版」では22

分類となったが、これは「計画原論」が「都市計画一般」

と「都市学」に分離し、「地域地区」に包含されていた「商

業地」、「工業地」が再度、独立したことによるもので、全

体の構成の考え方に大きな変化があったわけではなかった。 

 このように、都市計画学の成立期において、項目数や項

目名の変遷を経つつも、一定の定着を見せたと言ってよい

都市計画研究の分類、つまり研究課題の編成に着目すると、

成立期の都市計画学の以下の４つの特徴が抽出される。 

第一の特徴は、「計画原理」や「都市調査」、「人口」、「土

地」といった現象や基本概念の理解を目的とした基礎研究

と、「国土計画・地方計画」、「基本計画」などの計画実践に

よる環境への具体的介入を目的とした応用開発研究の両者

を包含する、二途探求志向である。 

第二の特徴は、都市計画研究が市街地の類型「住宅」、「地

域地区」（商業、工業、業務）と専門細分野「公園緑地」「都

市造型」「都市施設」「土地区画整理」、「防災保安」等によ

って構成されているとする要素（分野）還元志向である。 
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第三の特徴は、工学（技術学）だけではなく、「都市計画

史」（「都市史を含む」）、「都市行政」（「法規、機構、統計」）、

「市政・財政」という人文・社会科学領域を含む点で、学

問としての文理融合志向である。 

そして、第四の特徴は、「海外文献」を独立した分野とし

て設定する輸入学習志向である。 

戦後復興期に連絡会が刊行した『都市計画研究課題目録』

によって、以上の特徴を有する都市計画学の全体像が初め

て視覚化され、提示されたのである。 

（２）分類別の研究課題数の推移に見る研究動向 

 では、当時、都市計画研究者は実際にどのような研究課

題に取り組んでいたのだろうか。『都市計画研究課題目録』

の分類項目ごとの研究課題数のばらつきから、戦後復興期

の都市計画研究の動向を把握していきたい(19)。 

 「1947年版」から「1951年版」まで、一貫して全研究課

題数の1割以上が集中したのは「住宅」分野である。「1947

年版」では「住居及住居地」は全研究課題数の16％、「1949

年版」では「住宅」が全研究課題数の19％と連続して最多

であり、以降も「1950 年版」、「1951 年版」はともに11％

となっている。連絡会自体が建築研究所を中心とした組織

で、建築系の研究者ネットワークに支えられていたという

事情も影響していると考えられ、特に建築、土木、造園の

三分野の協力により日本都市計画学会が創立された後の

「1953年版」では、従来主に建築系研究者が担っていた「住

宅地」は1割を切り、代わりに造園系の「公園、緑地」、土

木系の「交通」が1割を超えた。しかし、一方で1946年に

政府による25万1千戸の住宅建設計画立案以降、1950年

に住宅金融公庫法、1951年の公営住宅法、1955年の日本住

宅公団設立と続いていく住宅政策成立期でもある戦後復興

期は、住宅再建・供給が都市計画においても最重要課題で

あったことを示している(20)。研究課題の内容も多岐にわた

ったが、連絡会の中心であった建設省建築研究所第一研究

部は住宅地研究に力を入れていた。「1950年版」の「住宅」

の研究24題目のうち5題目、「1951年版」の「住宅」の研

究27題目のうち11題目、「1953年版」の「住宅地」の研

究24題目のうち7題目は建築研究所研究員によるもので、

炭鉱住宅地計画や重要産業住宅地計画、不良住宅地区、集

団住宅地計画、木造住宅耐用年限の研究などを進めた。 

 「1947年版」で「住居及び住居地」の次に多くの研究課

題が集まったのは、「施設計画」（10％）、「工業及び工業地」

（9％）、「基礎理論」（9％）であった。とりわけ、「基礎理

論」分野は、東京大学第一工学部丹下健三研究室による「人

口及地域現象に関する研究」「生産の地域構造に関する研

究」、「地域現象の経済的基礎に関する研究」、東京大学第二

工学部高山英華研究室による「大都市構成の基礎的研究」

「地方都市計画の基礎理論」「中都市構成の基礎的研究」、

京都大学西山卯三研究室による「都市の人口構成と建築構

成（Ⅰ）（Ⅱ）」、京都大学横山尊雄研究室による「生産都市

の形態」という大学研究者による研究で独占されていた点

が他の項目にはない特徴であった。以降も「生産力配置計

画の基礎理論」などに取り組んだ丹下研などの大学研究室

を中心として、「計画原理」「計画原論」が活発に探求され

たが、これは戦災復興事業が官僚技術者の手で原理、理論

なきままに進捗する事態に対して大学研究者が持ち得た問

題意識の反映であったと考察される。 

「1949年版」で「住宅」に次いで二番目、「1951年版」

では全分類項目中で最も多くの研究題目が集まったのは

「海外文献」であった。海外文献のテーマは多様であるが、

文献の発行主体・著者を国別に分類すると、一貫してアメ

リカ、イギリスの文献翻訳や事情調査が主であったことが

分かる（表－３）。しかし、「1951年版」まではソ連の文献

も研究の対象となっていた点は戦後復興期の都市計画研究

の一つの特徴である。また、大学研究室だけでなく、建築

研究所や建設省関係部局も積極的に翻訳や事情調査に取り

表‐２ 『都市計画研究課題目録』の分類項目と研究課題数の推移 
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組んでおり、当時、政策立案の現場において海外情報が重

視されていたことが見て取れる。都市計画学成立期におい

て、「海外文献」が都市計画研究の主流の一つをなしていた。 
 
表‐３ 『都市計画研究課題目録』における「海外文献」の国

別分類（主要五か国）研究課題数 
 1947年版 1949年版 1950年版 1951年版 1953年版

アメリカ 4 8 6 9 13 
イギリス 1 5 3 16 11 
ソ連 1 3 2 2 0 
ドイツ 1 1 1 0 2 
フランス 0 1 0 0 1 

 
 一方、「1951年版」で「海外文献」に次いで二番目、「1953

年版」では全分類項目中で最も多くの研究課題が集まった

のは「国土計画・地方計画」であった。日本都市計画学会

が最初に取り組んだ共同委託研究が「大都市及び周辺都市

の構成に関する研究」であったことが端的に示しているよ

うに、戦前、戦時中の地方計画への関心の高まりが継続す

るかたちで、当時、大都市圏問題の広域計画による解決が

実践的な課題として存在していた。同時に、アメリカのニ

ューディール政策、国土地域開発思想の影響を受け、1950

年には国土総合開発法が制定されるという時期であり、国

土開発が関心を集めていたのである。しかし、一方で、項

目「基本計画」に分類される研究課題が極めて少なかった

のは、実践としても研究としても都市スケールでのマスタ

ープランが実体化されていなかったことを示している。 

（３）都市計画研究の動向をめぐる課題認識 

 以上のように『都市計画研究課題目録』から、戦後復興

期の都市計画研究の動向の概略を把握することができるが、

こうした動向を当時の都市計画研究者や実務家たちがどの

ように認識していたのかも見ておく必要がある。連絡会が

1951年に刊行した『都市計画及び同事業に関する現下の問

題点』では、都市計画全般にわたって様々な問題点の指摘

がなされているが、その中には都市計画研究、都市計画学

について言及したものも含まれている（表‐４）。その言及

内容は、都市計画研究の推進体制に関する課題と都市計画

研究の役割・内容に関する課題とに分けることができる。 
前者については、都市計画の本来的な総合性に対して、

研究が分野ごとのセクショナリズムが強いことを問題視す

る意見と、研究者と実務者との乖離が生じていることを問

題視する意見とがあった。ここまで見てきたように、この

両方の課題を解決しようとしたのが都市計画研究連絡会の

活動であったが、状況が急に改善するわけではなかった。 
 後者については、都市計画研究、都市計画学に期待、要

求する内容として、１都市の実態調査や資料整備、２計画

の理論・方法・哲学の構築、３計画の効果の測定の3点が

あった。この3点は、調査‐立案‐評価という一連のプラ

ンニングの枠組みとも関連しており、都市計画学には都市

計画全般への貢献が求められていたということでもある。

とりわけ、１と２については、「都市機能の函数関係の分析

の不十分なことは前に述べた。その分析を行うに必要な調

査資料や方法論は十分用意されているのであろうか」、「幾

多の貴重な資料の上に始めて方法も樹つものと思われる」

と指摘されているように、都市計画技術の確立に向けての

連動した課題として認識されていた。 
一方で、3 は「各市民に直ちに都市計画の効果が判るよ

うな、具体的計画－その実施の為の市民の負担と完成によ

る利益との対比－を示すことが最も必要である」とあるよ

うに、都市計画を実現させる上で必須の市民の都市計画へ

表‐４ 『都市計画及び同事業に関する現下の問題点(1951

年）における都市計画研究・都市計画学に対する意見  

- 959 -



公益社団法人日本都市計画学会 都市計画論文集 Vol.52 No.3 2017年 10月
Journal of the City Planning Institute of Japan, Vol.52 No.3, October, 2017

 
 

の理解、支持の向上に関する課題として認識されていた。

また、効果の測定について、西山夘三は「従来の経済効果

の研究はその「階級性」がぼやかされている。これは資本

主義的な利潤追求の観点にたっての評価であることを忘れ

てはならない」と、都市計画研究がイデオロギー性を帯び

ていると指摘していた。こうした論点は、戦後復興期の都

市計画が直面することになった「民主化」と都市計画研究

との接点を浮かび上がらせる(21)。しかし、『都市計画研究

課題目録』に基づいて見出された当時の都市計画研究の編

成の中では、まだ明確な位置づけが与えられていなかった。 
 
４．おわりに 

 以上、日本の都市計画学という領域の成立過程を、連絡

会の活動の記録を具体的な材料として、研究者の組織化や

研究課題の編成という観点から明らかにしてきた。 
 連絡会の活動はまさに組織化の試みであり、研究者、研

究機関を「連絡」することで、研究の能率的推進と各研究

者の交流・研鑽を図っていたことが確認された。しかし、

ここで問題にすべきは組織化の対象となる連絡範囲であっ

た。実態として、連絡会の主な参加者は①在京の官庁、大

学関係者、②建設系の研究者という二重の限定性があった。

しかし、『都市計画研究課題目録』の雑誌上での公開や、地

方官庁関係者へのアンケート調査に基づく『『都市計画並び

に今事業に関する当面の問題点について』等によって、①

の限定性を乗り越えようとしていたこと、また、機関誌の

編集検討の際、社会経済、地理、医学といった分野からも

編集委員を加えようとするなど、②の限定性を打破しよう

とする意識も確認できた。一方で、連絡会の活動は「連絡」

に留まらず、特定課題の共同研究の遂行、機関誌発行の検

討など、学会的な展開を予感させるものもあった。そして、

実際に日本都市計画学会の創設にあたっては、連絡会の中

核メンバーが学会の学術的側面を担ったのである。本論文

で明らかにした史実は、戦後復興期の連絡会の活動が都市

計画学会創設、都市計画学成立の重要な基盤であったこと

を示している。しかし、その際、連絡会が抱えていた二つ

の限定性のうち、とりわけ、後者の限定性に関する問題意

識は後退してしまった可能性があることも指摘した。現代

の、あるいはこれからの都市計画学のあり方を理解する上

で、今後、検証すべき重要な論点であろう。 
 研究課題の編成という観点からは、『都市計画研究課題目

録』における分類の分析より、二途探求志向、要素還元志

向、文理融合志向、輸入学習志向という都市計画学成立期

の４つの特徴を抽出した。戦後復興期の連絡会の活動によ

って、こうした特徴を持った都市計画学の全体像が初めて

提示されたのである。しかし、実際の研究はある体系に基

づいて進められたというわけではなく、当時の社会状況に

強く影響を受けた研究者個々の問題意識のもとで、「住宅」

や「計画原理」、「地方計画・国土計画」、「海外文献」等へ

の偏りがあった。そうした研究の動向に対して、連絡会は

推進体制、役割・内容についての多様な意見を収集した。

その意見から戦後復興期の都市計画学の体系が欠いている

ものを見出せた。同時に、当時の研究者自身による都市計

画研究への自省的な態度に、現代の都市計画学が必要とし

ているものも見出すことができるのではないだろうか。 
 
【補注】 
(1)50 周年史編纂委員会編(2001）、『日本都市計画学会五十年史』、日本都市

計画学会 
(2)中島直人（2007）「石川栄耀による都市計画の基盤理論の探求に関する研

究 - 『都市計画及び国土計画』に着目して-」『都市計画論文集』、42-3号、

403-408頁、日本都市計画学会 
(3)中島直人（2008）「高山英華による都市計画の学術的探求に関する研究 - 
「都市計画の方法について」の歴史的文脈に着目して-」『都市計画論文集』、

43-3号、169-174頁、日本都市計画学会 
(4)豊川斎赫（2012）『群像としての丹下研究室 戦後日本建築・都市史のメ

インストリーム』、オーム社 
(5)石田頼房（2003）『日本近現代都市計画の展開 1868‐2003』、自治体研

究社は、日本の都市計画史を 9 期に分け、そのうちの一つを「戦後復興都

市計画期（1945～1954年）」とし、対応する章の章題を「戦後復興期」とし

ている。本研究では石田のこの時代区分を採用する。 
(6)前掲(1)の14頁。なお日本計画士会事務局長の都市計画家・秀島乾は都市

計画研究連絡会（第12回、第14回、第17回）にも参加している。 
(7)日笠端(1981)『都市計画研究三十五年を顧みて』 
(8)東京大学都市工学科が所蔵する高山文庫関連未整理資料中に「都市計画

研究連絡会」という背表紙のファイル（B5版、厚さ3cm)があり、表―1に
整理した各回の議事録、およびパンフレット（『都市計画研究連絡会の紹介』

など）の連絡会関係の配布物が挟まれていた。高山英華の連絡会の出席状

況や役割、同ファイルに収録されていた「連絡会機関誌「都市計画研究」

編輯委員会」の開催通知（昭和26年9月7日）が「下河辺淳」宛てである

ことから、本ファイルは高山ではなく、建築研究所所員として連絡会に積

極的に参加していた下河辺の旧蔵史料だと推定される。議事録からの引用

は全てこのファイル内史料を出典とする。 
(9)現在の建築研究所図書室には、1940年代後半から1970年代前半にかけて

建築研究所が刊行していた都市計画関係の研究論文・報告・冊子をまとめ

た『都市計画研究報告資料』（No.1～7）が所蔵されている。この中に都市

計画研究連絡会関係の冊子も収録されている。 
(10)前掲(1)の15頁。 
(11)建設省建築研究所(1996）『建築研究所50年』の338頁。 
(12)日笠端（1948）「建設院第二技術研究所 都市計画研究連絡会について」

『新都市』、2巻5号、26頁 
(13)前掲(8)のファイル中の議事録、パンフレットに基づき作成した。 
(14)なお、研究課題目録と関連して、1947年12月に開催された第6回連絡

会において、藤田金一郎から「文部省科学試験研究費の件」と題して、「大

物主義、重点主義による研究費配分に対応して都市計画関係研究テーマを

この連絡会にて一括して報告すること」が提案された。 
(15)青森県計画課、岩手県計画課、東京都区画整理課、三重県、滋賀県道路

課、京都府都市計画課、山口県計画課、日立市、八王子市、岐阜市、豊橋
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ついては具体的な回答内容は採録されていない。翌1951年版の冊子でも同

様で、この2自治体の回答は掲載されていない。 
(16)前掲(8)のファイル中に挟まれていたもの。 
(17)本節の日本都市計画学会創設期の各種記録は前掲(1)を参照し記述した。 
(18)(1964）「東京大学都市工学科教授になった日笠端」『住宅』、13 巻 9 号、

31頁、日本住宅協会 
(19)ただし、連絡会自体が「在京研究者の提出されたものが大部分であり、

又、研究者の年令層も比較的若いところに偏して居る」（都市計画研究連絡

会(1949）「都市計画研究課題目録について」、『新都市』、3巻12号、29－31
頁）と指摘しているように、東京の若手研究者の関心に偏った目録である

が、ここでは都市計画研究連絡会の連絡網の特性とその展開自体も、当時

の都市計画研究の動向として理解しておきたい。 
(20)日笠は「住宅地計画という分野の研究が非常に多かった。みんな誰でも、

住宅地のほうへ行ってしまう。こういう傾向がありました」（前掲（6)の15
頁）と回想している。 
(21)戦後復興期の都市計画と「民主化」との関係については、中島直人（2003）
「『復興情報』とその時代 まちづくりへの一つの起点を求めて」『まちづ
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